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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第108期
第１四半期
連結累計期間

第109期
第１四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 14,039 16,004 74,101

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △92 187 1,291

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △80 57 574

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △923 430 342

純資産額 (百万円) 10,696 12,095 11,827

総資産額 (百万円) 37,144 43,015 43,701

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △2.49 1.77 17.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.5 27.9 26.9

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第108期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績の異常な変動等、又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、中国をはじめとするアジア諸国の高い成長に牽

引され概ね順調に推移いたしました。

しかしながら、東日本大震災の復興・復旧に向けた兆しが見られるものの、電力不足への懸念、原材料

高傾向、円高の長期化、世界経済の停滞と先行き不透明な状況が続くものと思われます。

このような状況下において、当企業グループでは、原材料不足に起因する納期遅延のため、売上が納期

通りに計上できないものが一部にあったため、前年同期に比べ約14％の増加にとどまったものの、受注面

においては営業部門の国内外への積極的な営業展開により、前年同期に比べ約28％増加いたしました。

当第１四半期連結累計期間の業績は、
　

売上高　　　　１６０億　４百万円　(前年同期比　１１４．０％)

営業利益　　　　　１億２９百万円　(前年同期　営業損失　１億４６百万円)

経常利益　　　　　１億８７百万円　(　　〃　　経常損失　　　９２百万円)

四半期純利益　　　　　５７百万円　(　　〃　　四半期純損失　８０百万円)
　
となりました。

　
報告セグメントの業績は以下のとおりです。

　

（動伝事業）

当事業は、株式会社椿本チエイングループのパワトラ商品を中心として、国内外の動力伝動商品の全

般を取り扱っており、その売上高は全体の約58％を占めております。

当第１四半期連結累計期間は、東日本大震災後のサプライチェーン復旧の見通しがつき、自動車部品

関連を中心に増産に転じたことで、受注・売上共に順調に推移し、全体的には当事業の外部顧客への売

上高は、93億53百万円となりました。

　
（設備装置事業）

当事業は、株式会社椿本チエイングループのマテハン商品、当社独自のエンジニアリングによるツバ

コーシステム商品を中心に、産業分野全般にわたり搬送設備等の自動化・省力化商品を提供しており、

その売上高は全体の約28％を占めております。

当第１四半期連結累計期間は、エネルギー関連、環境関連、医療・医薬関連、食品関連、自動車関連等

の成長分野の業界を中心に営業展開を計り、震災復旧に向けた設備及びアジア圏を中心に海外案件が

増え、受注高増加には寄与いたしましたが、売上については納期が当第２四半期以降となっており、当

事業の外部顧客への売上高は、44億98百万円にとどまりました。
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（産業資材事業）

当事業は、不織布製品をはじめ合成樹脂原料及びその成型加工品、カルマーポンプ、新素材商品等幅

広い商品を取り扱っており、その売上高は全体の約14％を占めております。

当第１四半期連結累計期間は、積極的な新規商品開発による営業展開で、国内外で安定した業績を収

めております。当事業の外部顧客への売上高は、21億52百万円となりました。

　

(2) 資産・負債・純資産の分析

① 資産の部

当第１四半期連結会計期間末の総資産は430億15百万円となり、前連結会計年度末に比べ6億86百万

円減少いたしました。流動資産は8億87百万円減少いたしました。主な要因は、現金及び預金が4億72百

万円減少、受取手形及び売掛金が11億50百万円減少した一方、商品及び製品が1億89百万円増加、仕掛品

が4億93百万円増加したこと等によるものであります。固定資産は、2億1百万円増加いたしました。主な

要因は、投資有価証券の時価が前年度末に比べ上昇したことにより3億97万円増加したこと等によるも

のであります。
　

② 負債の部

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は309億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ9億54百

万円減少いたしました。流動負債は8億30百万円減少いたしました。主な要因は、支払手形及び買掛金が

8億97百万円減少したこと等によるものであります。一方、固定負債は1億24百万円減少いたしました。
　

③ 純資産の部

当第１四半期連結会計期間末の純資産の部は120億95百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億68

百万円増加いたしました。主な要因は、当四半期純利益を57百万円計上し、その他有価証券評価差額金

が3億54百万円増加した一方、配当金の支払いを1億61百万円実施したこと等によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

　

(5) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

　

(6) 受注、販売及び仕入の実績

当第１四半期連結累計期間において、受注、販売及び仕入実績の著しい変動はありません。

　

(7) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末に

おける計画の著しい変更はありません。
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(8) 重要な関連当事者との取引について

当企業グループにおいて、重要な取引先として株式会社椿本チエイン及びそのグループ会社がありま

す。株式会社椿本チエイングループの製品は当企業グループの事業戦略展開上の重要なコアの一つであ

り、従来から販売面のみならず、商品開発面及び相互間の業務処理の効率化といった面から継続的な協力

・協働を進めてきておりますが、同グループ製品群に係る市場でのコスト面、品質面での競争は激化して

おり、製・販一体となった更なる販売力・商品力の強化が求められております。 

このような状況を踏まえ、当企業グループは、株式会社椿本チエイングループと共に統一した営業戦略

の下での協力・協働関係を更に強化することとし、ターゲットとした事業領域・商品領域については、両

者によるワーキングチームの編成等、一歩進めた共同営業の展開により同グループ製品の販売拡大を

計って行くと共に、ＩＴ化により、相互間の事業処理面でも効率化を更に進めていくこととしておりま

す。

　

(9) 経営者の問題意識と今後の方針について

当企業グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案する

よう努めておりますが、最近の事業環境の激変への対応は、ますます厳しいものになっております。　

このため、当企業グループは、創業100周年へ向け、売上高1,000億円・経常利益30億円の早期達成を目

指して、平成22年４月より３ヶ年の連結中期経営計画「COLLABO 1000」をスタートさせました。この連結

中期経営計画の中では、社是に掲げた「たゆみなき販路の開拓」と「常に怠りなき商品の開発」の徹底

実行を中期方針の要とし、当企業グループが日本国内の製造業の体制の変化による国内空洞化に対応す

るために各事業部門の協働により、「更なる総合力の発揮」「情報の共有化」をキーワードに進めてま

いりました。計画初年度（平成23年3月期）は連結売上高741億１百万円・経常利益12億91百万円という

結果になりました。平成20年のリーマンショックに端を発した世界同時不況の影響が計画初年度上期ま

で続き、同下期はエコ減税・エコポイント等により消費の盛上った自動車・液晶・ＩＴ業界向けを中心

に幾分回復しましたが、まだまだ、先行きの不透明感は否めません。

そこで、当企業グループは、平成24年３月期より徹底したエリア戦略を実施し、国内空洞化に対してエ

リア毎に木目細かくフォローしていく体制といたします。まず、平成23年４月より中日本営業本部を立ち

上げ、10月からは全社で実施する予定で、下記の施策を進めているところであります。
　

① 点から面での営業へ転換すること。（徹底したエリア戦略の実施）

② エリア毎での動伝部門、装置部門、関連部門が一体となった営業で営業効率を高めていくこと。

③ 国内の地域経済圏の規模・特徴にマッチした営業力を整備することにより、国内市場の地域密着

営業を更に進めること。

④ 当企業グループの取扱商品の幅を広げて、顧客ニーズの変化への対応力を強め、他社との差別化

を計り、競争力を高めること。

⑤ 事業部制では生まれにくい分野の海外商品を含めた新商品を開発していくこと。

⑥ 当企業グループの主要取扱商品である㈱椿本チエイングループ製品の拡販により、顧客基盤の拡

大・充実を計ること。

⑦ グループ全体での顧客開拓活動の継続展開により、ＩＴ等の新技術、環境・自動車等の新技術、素

材、エネルギー等、成長産業分野・有力業界での営業を拡大すること。

⑧ 中国・東南アジアでの営業力の強化と共に、新たな海外市場を開拓することにより海外事業の拡

大を計ること。

⑨ グループ一体となった情報・人材・業務・資金等の活用と営業・人材・業務・資金等の効率化、

リスク管理の充実により、当企業グループの経営効率を上げ収益力を強化すること。
　

今後、上に掲げた施策をよりきめ細かく遂行しながら、必要に応じ中期的な目標・方針・施策の見直し

を進めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,489,84532,489,845

東京証券取引所 
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式で、単
元株式数は、1,000株でありま
す。

計 32,489,84532,489,845― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額　
(百万円)

資本金残高　
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年4月1日～
　平成23年6月30日

― 32,489 ― 2,945 ― 750

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成23年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式    259,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式     86,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 31,888,000 31,888 ―

単元未満株式 普通株式    256,845 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 32,489,845 ― ―

総株主の議決権 ― 31,888 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２

個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式937株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　 　 　 　 　

当社
大阪市北区梅田 
３丁目３番20号

259,000 ― 259,000 0.80

(相互保有株式)
　 　 　 　 　

椿本西日本㈱　（注２）
福岡市博多区博多駅南
４丁目15番８号

― 86,000 86,000 0.26

計 ― 259,00086,000345,000 1.06

(注) １　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

２　椿本西日本㈱の「他人名義所有株式数」は、当社の取引先で構成される持株会（椿本興業株式会社取引先持株

会　大阪市北区梅田３丁目３番20号）によるものであります。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,941 3,468

受取手形及び売掛金 26,706 25,556

商品及び製品 1,781 1,971

仕掛品 1,771 2,265

繰延税金資産 192 188

その他 852 906

貸倒引当金 △183 △181

流動資産合計 35,062 34,175

固定資産

有形固定資産 571 570

無形固定資産 88 82

投資その他の資産

投資有価証券 6,435 6,832

その他 1,704 1,514

貸倒引当金 △160 △159

投資その他の資産合計 7,979 8,187

固定資産合計 8,639 8,840

資産合計 43,701 43,015

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 25,245 24,347

短期借入金 210 210

未払法人税等 636 72

役員賞与引当金 90 －

前受金 1,619 2,291

繰延税金負債 7 6

その他 274 326

流動負債合計 28,084 27,254

固定負債

長期借入金 2,000 2,000

退職給付引当金 1,120 1,091

長期未払金 462 367

繰延税金負債 0 0

その他 206 206

固定負債合計 3,790 3,665

負債合計 31,874 30,919
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,945 2,945

資本剰余金 1,805 1,805

利益剰余金 6,489 6,385

自己株式 △82 △82

株主資本合計 11,158 11,053

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 663 1,018

繰延ヘッジ損益 0 0

為替換算調整勘定 △67 △59

その他の包括利益累計額合計 596 960

少数株主持分 72 82

純資産合計 11,827 12,095

負債純資産合計 43,701 43,015
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 14,039 16,004

売上原価 12,140 13,812

売上総利益 1,898 2,192

販売費及び一般管理費 2,045 2,063

営業利益又は営業損失（△） △146 129

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 55 64

持分法による投資利益 7 －

その他 10 17

営業外収益合計 74 83

営業外費用

支払利息 8 7

売上割引 6 7

持分法による投資損失 － 7

その他 5 3

営業外費用合計 20 25

経常利益又は経常損失（△） △92 187

特別利益

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 36 －

特別利益合計 36 －

特別損失

ゴルフ会員権評価損 4 －

その他 0 －

特別損失合計 4 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△60 187

法人税、住民税及び事業税 38 71

法人税等調整額 △12 50

法人税等合計 26 122

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△86 64

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5 7

四半期純利益又は四半期純損失（△） △80 57
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△86 64

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △833 355

繰延ヘッジ損益 △8 0

為替換算調整勘定 5 6

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 2

その他の包括利益合計 △837 365

四半期包括利益 △923 430

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △917 420

少数株主に係る四半期包括利益 △6 9
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【追加情報】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 13百万円 18百万円

のれんの償却額 ―百万円 0百万円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 161利益剰余金 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 161利益剰余金 5.00平成23年３月31日 平成23年６月30日

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

動伝事業
 

(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,192 2,922 1,924 14,039 ― 14,039

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

114 516 64 695 △695 ―

計 9,307 3,438 1,989 14,735 △695 14,039

セグメント利益
又は損失(△）

173 △247 70 △3 △143 △146

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △3

セグメント間取引消去 0

全社費用(注) △142

四半期連結損益計算書の営業損失(△） △146

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

動伝事業
 

(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,353 4,498 2,152 16,004 ― 16,004

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

218 363 149 731 △731 ―

計 9,571 4,861 2,302 16,736 △731 16,004

セグメント利益
又は損失(△)

244 △50 86 279 △150 129

(注)　各セグメントに属する主要な商品は下記のとおりであります。
　

セグメント別 主要商品名

動伝事業

ローラチェーン及び鎖車、タイミングチェーン及び歯付きベルト、

各種搬送用チェーン、各種カップリング、各種電動機、制御機器、

各種変減速機、電子機器、その他伝動機器

設備装置事業

クリーンエネルギー関連設備、医薬・バイオ関連設備、化学機械装置、水処理装置、

食品機械、その他環境装置、工作機械、鍛圧機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各

種自動化装置、サイロ設備、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡ

システム、建築請負工事

産業資材事業 各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 279

セグメント間取引消去 △1

全社費用(注) △148

四半期連結損益計算書の営業利益 129

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△） △2円49銭 1円77銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）(百万円) △80 57

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
(百万円)

△80 57

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,192 32,186

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

四半期報告書

16/18



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月５日

椿本興業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　田　　大　　輔　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　黒　　川　　智　　哉　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている椿本
興業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、椿本興業株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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